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【修士論文概要書】 
 
1． 研究の背景 
 2010 年 11 月、愛知県で生物多様性条約第 10 回締約国会議(通称：COP10)が開催され
た。絶滅危惧種は年々増加しており、戦略計画 2011-2020(愛知目標)にも「生物多様性の
損失を止めるための効果的かつ緊急の行動を実施する」ことが盛り込まれていた。このよ
うな流れを踏まえて、生物多様性ひょうご戦略(2009)や生物多様性市町戦略(宝塚市 2012、
西宮市 2012、伊丹市 2014)が策定されるなど、地方自治体でも環境保全に取り組む姿勢
が求められていることがわかる。 
 「愛知目標」を達成するためには、今後、様々な施策や活動を通して、身近な自然を保
護し、地球規模の自然保護につなげることが重要である。特に、河川や農地は、都市部に
ある貴重な自然空間である。特に河川はその空間的な特質から上下流のつながりや、流域
の空間的な広がりが重要な要素となる。そのため、河川を広がりのある流域の概念で捉え、
その流域にある都市についても流域を意識したまちづくりを行うことで、都市部において
自然空間の保護、創出が達成され、生活の質の向上も期待できると考えられる。 
  そこで、本論では、兵庫県南東部を流れる武庫川流域を対象として、流域を考慮した
都市計画の方針とそれに影響する要因について分析、考察する。武庫川は二級河川ではあ
るが想定氾濫区域内人口・資産は全国の河川の中でも上位に位置しており、また、流域の
土地利用も変化に富んでいるため、研究対象地域とする意義があるといえる。 
 
2． 先行研究の調査 
 河川に関する研究は様々な分野で行われている。その中で、流域と土地利用に関する先
行研究を目的別に分類し、研究の動向を探った。その結果、「災害 洪水」に関する研究
が最も多く、次いで、「林業 農業 漁業、灌漑、水文学」、「水質」となっていること
から、これらが主要な研究テーマであることがわかった。土地利用の変遷をテーマにした
研究は、総数 860 件の 2％であることから、頻繁に研究されているとはいえない。しかし、
そのうち 14 件は 2000 年代に書かれたものであることから、近年注目されている分野で
あるといえる。この調査では、土地利用の変遷に関する研究の必要性について、自然保護
を考慮した将来像やそれを実現するため、残された自然環境保全や今後の土地利用計画を
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考える上で重要な情報となることが挙げられていた。 
 また、先行研究の現状として以下の 3 点が明らかとなった。 
① 研究対象地域を国内の河川周辺に限定すると、土地利用変化の要因まで検討している
論文は見当たらない 
② 流域と市町村の関係について述べられている報告書などは存在するが、市町村の政策
が流域という概念をどのように位置づけているのか詳細に分析しているものは見当た
らない 
③ 「現在」を含めて 2 期間の研究が多い 
 
3． 研究の目的と意義 
 本研究の目的は、武庫川下流域における河川周辺の土地利用の変遷とその要因、各市
における武庫川と流域の位置付けの違いを、流域における土地利用計画の視点から明らか
にすることである。河川周辺の土地利用計画と土地利用変遷、災害履歴、武庫川利用実態
の調査、各市の河川に対する考え方を把握することによって、河川を都市の貴重な自然空
間として有効活用するための政策を立案するにあたり、有益な資料になるものと考える。 
先行研究の調査も踏まえると、本研究には、土地利用変遷とその要因を明らかにする
という学術的意義、人口増加や生活環境の悪化などの問題を抱える都市部において、今後
の土地利用計画や、その土地に残された自然環境の保全に寄与するという点で社会的意義
があるといえる。 
また、研究対象としている武庫川は二級河川であるが、一級水系の想定氾濫区域内人
口や資産のランキングにおいても、10 位に相当する程度の重要な河川である。その他、
市民も加わって、河川整備基本方針、河川整備計画づくりが行われている河川でもある。 
このように、人々の生活と密接に関連している河川において、河川周辺の土地がどの
ように利用されてきたのかを都市計画の視点から解明することは、今後、当地域の都市計
画や環境共生まちづくり、防災計画を考えていくうえでも、重要な情報になると考える。
加えて、河川は空間的に連続しているため、周辺の土地利用変遷を“流域”という視点か
ら一体的に検証することには意義がある。 
 
4． 研究の流れ 
 はじめに、河川・都市・環境にかかわる施策の潮流を調べ、都市環境への視点、河川と
都市のつながりが議論されるようになった理由、その流れを調査する。また、先行研究の
調査から、河川流域で土地利用変遷を明らかにすることの意義を確認する(第一章)。次に、
武庫川と研究対象地域の現状から、その特殊性を把握する(第二章)。その中でも特徴のあ
る地域において、武庫川周辺の調査対象者が武庫川をどのように利用、意識しているのか
を把握し、武庫川を利用するなかで感じている課題、負担を明らかにする(第三章)。また、
土地利用調査を行うことで、土地利用の変遷、武庫川と土地利用の関係、武庫川の災害履
歴とまちづくりの関係を探り、「流域」が意識されたまちづくり、都市計画がなされてい
たのかを明らかにする(第四章)。そして、第三章、第四章で得られた結果を踏まえて流域
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自治体に聞き取り調査を行い、都市計画マスタープランと武庫川の関係、都市から見た武
庫川の扱いとその方針について明らかにする(第五章)。最後に、これらの調査結果から導
き出された問題点や課題をもとに、政策提言をする(第六章)。 
 
5． 研究の結果と考察 
 アンケート調査では、研究対象である 4 市が隣接した地域に立地する福祉施設(11 施
設)、特別支援学校(3 校)を対象とした。合計 20 の質問項目からなり、調査対象者の武庫
川との関わり方、河川への意識等を尋ね、河川が人々に与える影響を把握した。回答者は、
武庫川で、風や風景などの自然にふれたり、河川敷の草木や堤防の木を眺めたり、普段と
異なる雰囲気や開放感にふれて、行って良かったと感じていることが明らかとなった。ま
た、8 割の人が武庫川に行って癒されると感じていることから、特別な物に癒しを感じて
いるのではなく、武庫川の河川空間そのものに対して、行って良かった、癒されたと感じ
ていると推察できた。その一方、主成分分析より、「安全性」や「快適性」の要求が多い
ことが明らかとなった。このことから、調査対象とした障害のある利用者にとって、十分
な設備が整った施設が整備されていないことが、利用者の快適性を損ない、利用頻度や滞
在時間の低下を招いている側面があると推察された。また、クラスタ分析より、武庫川に
あまり関心が無い層が、全体の 30%を占めていることが明らかにされた。都市における
河川の役割に着目したまちづくりを行ってこなかったことや、川を治水や利水といった側
面を中心に見てきたことにより、武庫川からの距離は近くても、周辺の空間整備が近隣福
祉施設・学校のニーズを満たしていない現状を生んでいるといえる。 
 土地利用の分析からは、以下の 4 点が明らかとなった。 
① 武庫川からの距離が同じであっても、市によって土地利用の方針が異なっている 
 1950 年代の時点で市ごとに特徴が現れていたことから、それ以前の土地利用の名残が
現在の用途地域計画にも反映されていると考えられた。 
② 河川が影響を及ぼしている距離圏が市によって異なっている 
用途地域の設定には、河川や市の立地だけでなく、駅など集客施設の有無など、様々
な要素が土地利用方針を決める要因になっていることが明らかとなった。また、河川周辺
は工業系用が設定されていることが多いため、都市部の貴重な自然空間として位置づけら
れているとはいえないと考えられる。 
③ 1950 年代から現在にかけて、都市におおける自然的要素(農地、河川、山林・荒地等)
が大幅に減少していた 
 市街化区域内ではあるが、河川は山から海に至る連続性のある環境を創出できる貴重な
空間となっているため、多自然川づくりを取り入れたり、生産緑地制度を有効に活用した
りすることが必要であると考える。 
④ 災害履歴を用途地域図、各年代の土地利用図と照らし合わせた結果、過去の災害を意
識したまちづくりが行われてきたとはいえない 
 過去大雨による被害が報告された場所であっても、住宅地として利用されている所も多
くなっている。土木工事の進展により、水捌けの悪い場所であっても住宅地にすることが
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できるようになったことがその要因としてあげられる。 
 本分析から、研究対象とした 4 市は、流域や過去の大雨被害を意識したまちづくりを
行ってきたとはいえず、市間、分野間の連携もほとんどなされていないと結論づけられた。 
 聞き取り調査では、自治体によって武庫川を含めた自然への意識や、連携の意識に違い
があることが明らかとなった。都市計画の側が都市の自然に対してどれほどの関心を持ち、
実行に移していくかは、単に担当者の問題ではなく、市がこれまでに歩んできた歴史や、
立地条件、所謂「縦割り」と呼ばれる仕組みなど様々な要因が絡んでいることが示唆され
た。 
 
6． 政策提言 
研究の結果を踏まえ、今後、都市を流れる河川を貴重な自然空間として、住民の暮ら
しに潤いを与える空間として活用していくために以下の 2 つを提言した。 
① 流域単位での都市計画マスタープラン策定 
 流域単位の都市計画マスタープランでは、山間部から沿岸部まで一連の流れを踏まえて
策定する。そのため、河川を活かしたまちづくりだけではなく、水害対策や生物多様性の
保全にも発展させることが可能と考える。水害対策は防災計画においてなされているが、
都市計画マスタープランでもその内容を共有することで、より災害に強いまちづくりにつ
ながると考えられる。また、生物多様性市町戦略や環境基本計画ともリンクさせることで、
動植物の生息地を都市部で効率的に確保していくことにつながり、生態系の保全につなが
るだろう。 
② 分野間、行政間での連携 
 今回の調査、分析から、市間、分野間での連携が図られているとは言えず、河川に対す
る意識もそれぞれ異なっていた。しかし、都市計画マスタープランに記されているような、
河川を活かしたまちづくりを進めていくためには、分野間、行政間での連携が不可欠だと
考える。特に、研究対象となった各市は、用途地域の決定権限が県から市に移譲され
ることになっていることからも、流域を意識したまちづくりを行うためには、ますま
す市間の連携が必要になってくると考えられる。 
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